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１ 福岡市障がい福祉サービス事業の指定基準等の制定等について

（１）背景

従来，地方公共団体の自治事務について厚生労働省令等により事務の実施やその方法に

ついて基準が定められ，全国一律の基準として適用されていました。 

地域主権改革の一環として,第１次一括法及び第２次一括法が制定されたことにより，義

務付け・枠付けの見直し及び条例制定権の拡大等が行われたため，それまで国が定めてい

た基準を，地方公共団体が条例により定めることが必要となり，平成 25年 4月に下記（２）

の関係条例を施行しています。 

（２）制定条例一覧（全て H25.4.1 付け施行）

①福岡市指定障がい福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営の基準等を定める条例

②福岡市指定障がい者支援施設等の人員，設備及び運営の基準等を定める条例

③福岡市障がい福祉サービス事業の設備及び運営の基準を定める条例

④福岡市障がい者支援施設の設備及び運営の基準を定める条例

⑤福岡市地域活動支援センターの設備及び運営の基準を定める条例

⑥福岡市福祉ホームの設備及び運営の基準を定める条例

※①，②の基準の趣旨等について，福岡市独自基準部分等の，厚生労働省発出の解釈通知

（障発１２０６００１ 最終改正平成 30 年 3 月 30 日）が該当しない部分以外は，同解

釈通知のとおりとなりますので，ご留意ください。

※条例全文は，「福岡市ホーム」→「健康・医療・福祉」→「福祉・障がい者」→

「福祉事業者に関すること」→「事業者向けの情報（障がい福祉サービス，地域生

活支援事業等）」→「事業者向け（障がい福祉サービス等）」→「10 障がい関係基準

条例」 に掲載していますので，ご参照ください。
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（３）福岡市独自基準について                         

１ 暴力団の排除 全般 

 

☞役員，管理者その他従業者，取引先について暴力団を排除する旨の規定を追加。 

 
＜現行法令＞ 

規定なし 

 
＜基準設置の理由＞ 

福岡市暴力団排除条例に基づき，暴力団を利することとならないよう，事務事業の全般か

ら暴力団を排除する措置を講じる必要があるため。 

 
＜規定条文＞ 
○福岡市指定障がい福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営の基準等を定める条例 

①（申請者の要件） 

第４条 法第 36 条第３項第１号の条例で定める者は，法人（福岡市暴力団排除条例（平

成 22 年福岡市条例第 30号）第２条第２号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）

を役員とするもの及び同条第１号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は暴力

団員と密接な関係を有するものを除く。）とする。ただし，療養介護に係る指定又は病院

若しくは診療所により行われる短期入所に係る指定の申請（暴力団員，暴力団員を役員と

する団体及び暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者によるものを除く。）について

は，この限りでない。 

②（暴力団員等の排除） 

第 44 条 指定居宅介護事業所の管理者は，暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接

な関係を有する者であってはならない。 

２ 指定居宅介護事業所は，その運営について，暴力団，暴力団員及び暴力団又は暴力団

員と密接な関係を有する者の支配を受けてはならない。 

※第 44 条は同条例の中で他条文への準用あり 

○福岡市指定障がい者支援施設等の人員，設備及び運営の基準等を定める条例 

 第４条(略)※①と同趣旨，第 62条(略)※②と同趣旨 
○福岡市障がい福祉サービス事業の設備及び運営の基準を定める条例 

  第 33 条(略)（同条例の中で他条文への準用あり）※②と同趣旨 

○福岡市障がい者支援施設の設備及び運営の基準を定める条例 第 46条(略) ※②と同趣旨 

○福岡市地域活動支援センターの設備及び運営の基準を定める条例 第 19 条(略) ※②と同

趣旨 

○福岡市福祉ホームの設備及び運営の基準を定める条例 第 17条(略) ※②と同趣旨 
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２ 非常災害対策の具体的計画の強化 
全般 

（居宅介護，重度訪問介護，同行援護， 
行動援護サービスを除く） 

 

☞非常災害対策の具体的計画について，安全確保のための行動手順並びに利用者及び従業者

への周知方法等に関する項目を追加。 

 
＜現行法令＞ 
非常災害対策の具体的計画として，非常災害時の関係機関への通報及び連絡体制等を規定してい

る。 

 
＜基準設置の理由＞ 

平成 23年 3月に起きた東日本大震災の教訓を踏まえ，通所施設，入所施設，短期入所施設

における実効性の高い非常災害対策を義務付ける。 

 
＜規定条文＞ 
○福岡市指定障がい福祉サービスの事業等の人員，設備及び運営の基準等を定める条例 

①（非常災害対策） 

第 73 条 指定療養介護事業者は，消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設け

るとともに，非常災害に関する具体的計画を立て，非常災害時の関係機関への通報及び連

絡体制並びに安全確保のための行動手順（以下「行動手順等」という。）を整備し，それ

らを利用者及び従業者に対し定期的に周知する方法を定め，実施しなければならない。 

２ 指定療養介護事業者は，行動手順等を，指定療養介護事業所の見やすい場所に掲示し 

なければならない。 

３ 指定療養介護事業者は，非常災害に備えるため，定期的に避難，救出その他の必要な

訓練を行わなければならない。 

※同条例の中で他条文への準用あり 

○福岡市指定障がい者支援施設等の人員，設備及び運営の基準等を定める条例 

 第 49 条(略) ※①と同趣旨 
○福岡市障がい福祉サービス事業の設備及び運営の基準を定める条例 

  第８条(略)（同条例の中で他条文への準用あり）※①と同趣旨 

○福岡市障がい者支援施設の設備及び運営の基準を定める条例 第７条(略) ※①と同趣旨 

○福岡市地域活動支援センターの設備及び運営の基準を定める条例 第４条(略) ※①と同

趣旨 

○福岡市福祉ホームの設備及び運営の基準を定める条例 第５条(略) ※①と同趣旨 
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（４）福岡市独自基準に係る事業者の必要な対応について              

①暴力団の排除について 

指定，指定更新，役員・管理者の変更があった際に，暴力団排除に関する誓約書を提

出していただきます。その際，福岡市が暴力団排除措置を講じるための連携に関する協

定書の規定に基づき，福岡市暴力団排除条例（平成 22 年福岡市条例第 30 号）第 2 条第

2 号に規定する暴力団員に該当しているか否かについて，福岡県警に照会します。 

また，事業所の運営に暴力団がかかわっている場合，運営基準違反となり，指定の取

消し処分等を行うことがあります。 

 

②非常災害対策の具体的計画の強化について 

非常災害対策のため，安全確保のための行動手順を整備していただきます。 

また，非常災害に関する具体的計画，非常災害時の関係機関への通報及び連絡体制並

びに安全確保のための行動手順を，利用者及び従業者に対し定期的に周知する方法を定

めた上で周知していただくとともに，事業所の見やすい場所に掲示していただきます。 

そして，非常災害に備えるため，避難訓練を年２回以上行ってください。 

    厚生労働省発出平成 25 年２月 11 日付け事務連絡「障害者グループホーム・ケアホー

ムにおける防火安全体制の徹底及び点検について」，厚生労働省発出平成 25 年２月 12

日付け事務連絡「社会福祉施設等における防火安全体制の徹底について」の事務連絡等

の趣旨に従いまして，非常災害対策の適切な実施の点検及び対応等を行うとともに，必

要に応じ所轄の消防署・本市住宅都市局担当課へ確認するなどして消防法・建築基準法

等の他法遵守に努めてくださるよう，お願いします。 
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（５）法改正に伴う定款変更について                                  

  指定障がい福祉サービス事業等の人員・設備・運営等の基準を定める条例等の施行の他，

平成 25 年４月から「障害者自立支援法」が「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律」に改正されたことに伴い，法人の定款に「障害者自立支援法」の記載

がある場合，法人の定款を変更する必要があります。 
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（６）指定内容等の変更手続きについて

○指定された内容に変更があった場合は，変更があった日から１０日以内に「変更届出書」

(規則様式第 7 号)を提出することが必要です。届出の必要がある事項については，資料

「変更届添付書類チェックリスト」をご覧ください。

※下記の場合は変更予定日の属する月の前月の 1 日までに届出を行ってください。

・事業所（施設）の名称，所在地（設置の場所）の変更

・（施設の）定員の増減（定員の減は，算定される単位数が増えるものに限る。）共同生活住居の増

【提出する書類】

① 変更届出書（規則様式第 7 号）

② 添付書類（資料「変更届添付書類チェックリスト」を参考にしてください）

○ 介護給付費等算定体制（加算関係）の変更手続きについて

受理された介護給付費等算定体制（加算関係）を変更しようとする場合は，次の書類

により，その変更に係る事項について届け出ることが必要です。

【提出する書類】  

① 介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書

② 介護給付費等の額の算定に係る体制等状況一覧表

③ 各種加算に係る届出書及び添付書類

※ ①及び②については，体制が変更される場合に提出してください。

（体制が変更される場合）

・事業所等の定員数が変更となる場合

・共同生活介護・共同生活援助事業所の共同生活住居が変更となる場合等

【届出に係る加算等の算定の開始時期】

該当する体制等（新規に算定する場合及び算定される単位数が増えるものに限る）

については，原則として，毎月 15 日までに届出された場合には，翌月の１日から，

１６日以降に届出された場合には，翌々月の１日から算定されることとなりますので，

体制等に変更が生じる場合には速やかに届け出てください。

ただし，前年度の実績に基づき算定するもの（生活介護の人員配置体制加算等）

につきましては，通常の加算の提出期限である前月の 15 日までの提出ができません

ので，変更・新規の届出がある場合は，年度初めの４月 15 日までに届け出てくださ

い。

6



番号

1 □

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

11 □

□

□

□

□

□

□

□

□

14 □

□

□

16 □

17 □

18 □

19 □

20

21 □

22 □

※ □

※上記書類の他，必要に応じて別途書類の提出を求める場合があります。

実務経験証明書（参考様式８） 必要時

※該当する番号を丸で囲み，確認欄に赤字でチェックを入れてください。

同一敷地内にある入所施設及び病院の概要 入所施設及び病院の変更が分かる書類 地域移行型ホームのみ

事業所のメールアドレス，TEL・FAX番号 連絡送信先電子メールアドレス登録票(参考様式２０）
変更届出書（様式第７号）変更
前，変更後にそれぞれの変更内
容を記載すること

当該申請に係る事業の開始予定年月日

併設する施設がある場合の当該併設施設の概要 併設施設の変更が分かる書類 障がい者支援施設のみ

協力医療機関の名称及び診療科名並びに当該
協力医療機関との契約内容

協力医療機関との契約の内容（参考様式12）

障がい者支援施設等との連携体制及び支援の体
制の概要

指定障害者支援施設等との連携体制及び支援の体制の
概要（参考様式13）

共同生活援助のみ

事業所の種別（併設型・空床型・単独型の別） 運営規程 短期入所のみ

併設型における利用者の推定数又は空床型・単
独型における当該施設の入所者の定員

運営規程 短期入所のみ

介護給付費等の請求に関する事項 介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書 各種加算の算定に変更がある場合

15 役員の氏名，生年月日及び住所

登記簿の謄本（履歴事項全部証明書） 原本を提出すること

暴力団排除に関する誓約書兼役員等名簿（参考様式15）

役員等名簿は全役員及び管理者を記載する

こと。押印は新たに役員等となった者につい

てのみとし，既に役員等として報告済みの者

については，既提出済の役員等名簿の写しを

添付することでも可

13 運営規程

運営規程 新旧対照表を添付のこと

組織体制図（参考様式２） 定員変更に伴い，従業者の配置
変更などがある場合勤務形態一覧表（算定体制届出－別添29）

12 主たる対象者
運営規程

主たる対象者を特定する理由等（参考様式16） 特定する場合のみ

相談支援専門員の氏名，生年月日，住所及び経
歴

相談支援専門員の経歴書（参考様式７）

資格証明書の写し，研修修了証の写し
実務経験証明書（参考様式８），従事日数内訳書（参考様式１

０）

勤務形態一覧表（算定体制届出－別添29）

相談支援事業所の指定に係る記載事項（付表１３もしくは付表１４）

サービス提供責任者の人数に増減がある

場合のみ

10
事業所のサービス管理責任者の氏名，生年月
日，住所及び経歴（入所・通所サービスのみ）

サービス管理責任者の経歴書（参考様式７）

資格証明書の写し，研修修了証の写し 必要時

サービス管理責任者用 実務経験年数集計表（参考様式９） 必要時

両面印刷すること

9
事業所のサービス提供責任者の氏名，生年月
日，住所及び経歴（在宅サービスのみ）

サービス提供責任者の経歴書（参考様式７）

資格証明書の写し，研修修了証の写し

実務経験証明書（参考様式８），従事日数内訳書（参考様式１０） 実務経験を要する資格の場合のみ

勤務形態一覧表（算定体制届出－別添29）

施設入所支援等の場合のみ

事業所の設備・備品等一覧表（参考様式６）

建物の登記簿謄本又は建物賃貸借契約書の写し 登記簿謄本は原本を提出すること

8
事業所（施設）の管理者の氏名，生年月日，住所
及び経歴

管理者の経歴書（参考様式７）

暴力団排除に関する誓約書兼役員等名簿（参考様式15）

6
定款・寄付行為等及びその登記簿の謄本又は条
例等

定款 当該指定に係る事業に関するも
のに限る登記簿の謄本（履歴事項全部証明書）

7 事業所（施設）の平面図及び設備の概要

事業所・施設の平面図（参考様式３）

居室面積等一覧表（参考様式４）

5 代表者の氏名，生年月日，住所及び職名

登記簿の謄本（履歴事項全部証明書） 原本を提出すること

法第３６条誓約書（参考様式14）

暴力団排除に関する誓約書兼役員等名簿（参考様式15） 両面印刷すること

4 主たる事務所の所在地
定款 原本証明すること

登記簿の謄本（履歴事項全部証明書） 原本を提出すること

3 申請者（設置者）の名称

定款 原本証明すること

登記簿の謄本（履歴事項全部証明書） 原本を提出すること

運営規定

2 事業所（施設）の所在地（設置の場所）

運営規程

事業所・施設の平面図，写真（参考様式３）

居室面積等一覧表（参考様式４） 施設入所支援等の場合のみ

事業所の設備・備品等一覧表（参考様式６）

建物の登記簿謄本又は建物賃貸借契約書の写し

変更届添付書類チェックリスト
変更届(様式第7号)に下表の書類を添付してください。

変更の届出を要する事項 必要な添付書類（変更後のもの） 備考

事業所（施設）の名称 運営規程
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添付書類チェックリストの主な変更点等 

（平成 27年度変更分） 

※ サービス提供責任者の変更  

 サービス提供責任者が増減する場合は，人員基準を満たしているかを確認するため勤務

形態一覧表を提出してください。 

※ 管理者の変更 

 暴力団排除に関する誓約書兼役員等名簿（参考様式 15）を提出してください。 

※ 役員の変更  

 複数の指定事業所を持つ法人の代表者と役員が変更となる場合は，いずれかの事業所の

変更届出書（様式第７号）に登記簿謄本（原本）を添付し，その他の事業所の変更届出

書（様式第７号）には「登記簿は△△（事業所番号，○○（事業所名）に添付」と記載

してください。（登記簿の写しを添付する必要はありません。） 

 （平成 29年度変更分） 

※ 就労継続支援 A型の定員増についても，変更届が必要 

 基準条例の改正に伴い，定員増についても事前協議と変更届が必要となりました。 

 

※ その他注意点 

 サービス提供責任者の実務経験証明書には必ず従事日数内訳書を添付してください。  

 勤務形態一覧表は福岡市の障がい福祉サービス所定様式（「介護給付費等算定に係る体

制等に関する届出」別添２９）を使用してください。介護保険の様式とは異なります。  

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

□

※上記書類の他，必要に応じて別途書類の提出を求める場合があります。

収支予算書（参考様式19） 変更申請に係る事業分のみ

介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書 各種加算の算定に変更がある場合

付表３，３－２，７，１１又は，１１－２ 変更指定申請する事業以外の
事業の付表も「参考」と明記の上
添付すること

事業所・施設の平面図（参考様式３）

※確認欄に赤字でチェックを入れてください。

勤務形態一覧表（別添29） 変更指定申請する事業以外の
事業の付表も「参考」と明記の上
添付すること

組織体制図（参考様式２）

運営規程

主たる対象者を特定する理由等（参考様式16） 必要時

生活介護，就労継続支援Ａ型，
就労継続支援B型の定員増
（法第３７条関係），
施設入所支援（法第３９条関係）
の定員増

変更指定申請書（様式第4号）

事業所の設備・備品等一覧表（参考様式６）

居室面積等一覧表（参考様式４） 施設入所支援の場合

建物の登記簿謄本又は建物賃貸借契約書の写し

変更指定申請添付書類チェックリスト

必要な書類（変更後のもの） 備考
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 定款や従業者の資格証には原本証明をしてください。  

 メールアドレス，TEL・FAX番号を変更した場合は，変更届出書様式７号及び参考様式（指

定に係る挙証書類）様式２０「指定障がい福祉サービス事業所等連絡送信先電子メール

アドレス登録票」を提出してください。 

 県外に法人事務所（主たる事務所）がある事業所で，法人事務所が変更届を提出する場

合に添付書類の不備が散見されるため，福岡市の添付書類チェックリストを確認するよ

うに注意してください。 

 

 

（平成 30年度変更分） 

 ※ 平成 30年度の制度改正及び報酬改定に伴う変更 

 「介護給付費等算定に係る体制に関する届出」「介護給付費等体制状況一覧」などが変

更されています。下記のホームページ等から最新版をダウンロードして使用して下さい。 

 

※変更届に係る各種様式は，「福岡市ホーム」→「健康・医療・福祉」→「福祉・障がい者」→「福

祉事業者に関すること」→「事業者向けの情報（障がい福祉サービス，地域生活支援事業等）」→「指

定申請・変更届関係（指定障がい福祉サービス事業者等）」→ ３ 変更届出・変更指定申請・廃止届

出・休止届出についてに掲載していますので，ご参照ください。 
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２ 福祉・介護職員処遇改善（特別）加算について 

 

  福祉・介護職員処遇改善加算は、平成 23年度まで実施されていた福祉・介護人材の処遇改善

事業における助成金（以下「助成金」という。）による賃金改善の効果を継続する観点から、平

成 24年度から当該助成金を障害福祉サービス等報酬に移行し、当該助成金の対象であった障害福

祉サービス等に従事する福祉・介護職員の賃金改善に充てることを目的に創設されたものです。

福岡市では，平成 30年度で事業者単位で約 320件の申請がありましたが，未申請の事業者も多数

存在します。未申請の事業者におかれましては，当該加算の算定要件を満たしているかの確認を

行っていただき，今後の加算の取得による賃金改善の検討をお願いします。 

  なお，福祉・介護職員処遇改善特別加算は，福祉・介護職員処遇改善加算の要件を緩和した一

定額の加算であり、助成金の対象とされない障害福祉サービス事業所等の福祉・介護職員の処遇

改善をより一層推し進めることを目的として創設されたものです。福祉・介護職員処遇改善加算

との併給はできません。 

  詳細は，平成 30 年 3月 28日付け障障発 0330第 2号「福祉・介護職員処遇改善加算及び福祉・

介護職員処遇改善加算特別加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示」を

参照してください。 

 

＜平成 30年度以降の加算の概要＞ 

表１ 加算算定対象サービス 

 

 

キャリアパス要件等の適合状況に応じた加算率 

福祉・介護職員 

処遇改善特別加算 

福祉・介護職員処

遇改善加算（Ⅰ）

に該当（ア） 

福祉・介護職員

処 遇 改 善 加 算

（ Ⅱ ） に 該 当

（イ） 

福祉・介護職員

処 遇 改 善 加 算

（ Ⅲ ） に 該 当

（ウ） 

福祉・介護職員処

遇改善加算（Ⅳ）

に該当（エ） 

福祉・介護職員処

遇改善加算（Ⅴ）

に該当（オ） 

居宅介護 ３０．３％ ２２．１％ １２．３％ 

（ウ）により算出

した単位（一単位

未満の端数四捨

五入） 

×０．９ 

（ウ）により算出

した単位（一単位

未満の端数四捨

五入） 

× ０．８ 

４．１％ 

重度訪問介護 １９．２％ １４．０％ ７．８％ ２．６％ 

同行援護 ３０．３％ ２２．１％ １２．３％ ４．１％ 

行動援護 ２５．４％ １８．５％ １０．３％ ３．４％ 

療養介護 ３．５％ ２．５％ １．４％ ０．５％ 

生活介護 ４．２％ ３．１％ １．７％ ０．６％ 

重度障害者等包括支援 ２．５％ １．８％ １．０％ ０．３％ 

施設入所支援 ６．９％ ５．０％ ２．８％ ０．９％ 

自立訓練（機能訓練） ５．７％ ４．１％ ２．３％ ０．８％ 

自立訓練（生活訓練） ５．７％ ４．１％ ２．３％ ０．８％ 

就労移行支援 ６．７％ ４．９％ ２．７％ ０．９％ 

就労継続支援Ａ型 ５．４％ ４．０％ ２．２％ ０．７％ 

就労継続支援Ｂ型 ５．２％ ３．８％ ２．１％ ０．７％ 

共同生活援助 
（指定共同生活援助） ７．４％ ５．４％ ３．０％ １．０％ 

共同生活援助 
（日中活動支援型） 

７．４％ ５．４％ ３．０％  

共同生活援助 １７．０％ １２．４％ ６．９％ ２．３％ 
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（外部サービス利用型指
定共同生活援助） 

児童発達支援 ７．６％ ５．６％ ３．１％ １．０％ 

医療型児童発達支援 １４．６％ １０．６％ ５．９％ ２．０％ 

放課後等デイサービス ８．１％ ５．９％ ３．３％ １．１％ 

保育所等訪問支援 ７．９％ ５．８％ ３．２％ １．１％ 

福祉型障害児入所施設 ６．２％ ４．５％ ２．５％ ０．８％ 

医療型障害児入所施設 ３．５％ ２．５％ １．４％ ０．５％ 

＊ 短期入所（併設型・空床利用型）については、本体施設の加算率を適用することとし、短期入所（単独型）については 

生活介護の加算率を適用する。 
＊ 障害者支援施設が行う日中活動系サービスについては、施設入所支援の加算率を適用する。 

表２ 加算算定非対象サービス 

サービス区分 加算率 

就労定着支援，自立生活援助，計画相談支援 

障害児相談支援，地域相談支援（移行）， 

地域相談支援（定着） 

０％ 

表３ キャリアパス要件等の適合状況に応じた区分（福祉・介護職員処遇改善加算のみ） 

福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅰ） ３－（３）－③のキャリアパス要件Ⅰ、キャリアパス要件Ⅱ、キャリ

アパス要件Ⅲ、職場環境等要件をの全てを満たす対象事業者

福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅱ） ３－（３）－③のキャリアパス要件Ⅰ、キャリアパス要件Ⅱ及び職場

環境等要件の全てを満たす対象事業者 

福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅲ） ３－（３）－③のキャリアパス要件Ⅰ又はキャリアパス要件Ⅱのどち

らかを満たすことに加え、職場環境等要件を満たす対象事業者 

福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅳ） ３－（３）－③のキャリアパス要件Ⅰ、キャリアパス要件Ⅱ又は職場

環境等要件のいずれかを満たす対象事業者 

福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅴ） ３－（３）－③のキャリアパス要件及び職場環境等要件のいずれも満

たしていない対象事業者 

＜福祉・介護職員処遇改善加算の手続き＞ 

 賃金改善計画及び加算区分ごとのキャリアパス要件等の適合内容を加算算定年度の前年度 2月

末に届出を行い，翌年度 7月末に処遇改善加算の取得総額と賃金改善額の実績報告を行います。

届出及び実績報告等の手続きは，毎年度必要です。 

加算の届出を行った事業所は，毎月の給付費請求の際，届出した加算の区分に応じた処遇改善

加算を上乗せして請求し，毎月の給付として受領します。例年，福祉・介護職員処遇改善加算の

届出を行いながら，給付費請求の際に加算分の請求を行っていない事業所が散見されますので，

ご注意ください。 

なお，市（指定権者）は，届出内容を確認して事業所台帳に加算の登録を行い，実績報告にお

いて，計画通りの賃金改善が行われたか，受領した加算総額を賃金改善額が上回っているかの確

認を行います。実績報告の際に，取得した加算総額より賃金改善が上回っていない場合は，取得

した加算を過誤申立て等により返還していただく場合があります。また，虚偽の届出，実績報告

等を行った場合は，指定取消等の処分事由に該当しますので，注意して下さい。 
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１ 届出 

① 届出先

障害福祉サービス事業所の指定権者

② 届出期日

（年度当初の届出の場合）

前年度の 2月末日（1月中旬に全事業所に届出勧奨の通知を発出します） 

※報酬改定がある場合等は，当該年度 4月 15日等届出期日が変わることがあります。

（年度途中の届出の場合） 

前月 15 日（※国通知では前前月末日となっているが，福岡市は前月 15日まで可） 

③ 届出の際の留意事項

・増員した職員の賃金，非常勤職員を正職員化した場合の賃金増額分は，賃金改善内容に

含めてはならない。

・福祉・介護職員処遇改善加算の場合，賃金改善対象職員以外のものへの賃金改善額は， 

賃金改善内容に含めてはならない。（特別加算の場合は，可）

（対象職種）

ホームヘルパー、生活支援員、児童指導員、指導員、保育士、障害福祉サービス経

験者、世話人、職業指導員、地域移行支援員、就労支援員、訪問支援員

 （対象外の職種） 

  管理者，サービス管理責任者，看護師，調理員，事務員など 

※ただし，対象外職員でも対象職種を兼務している場合は可能。専従のサビ管等は

不可。

・研修費用の助成，職場環境要件改善にかかった経費など，直接賃金として還元されない

費用は，賃金改善に含めてはならない。

２ 変更届 

① 変更届出が必要となる場合

・届出を行った事業者が吸収合併を行った場合など，福祉・介護職員処遇改善計画書の作

成単位が変更となる場合

・複数の障害福祉サービス事業所を一括して行う事業者において，事業所の増減があった

場合

・就業規則・賃金規定等の改正を行った場合

・キャリアパス要件等に関する適合状況に変更があった場合

② 変更届期日

変更後の加算を算定しようとする月の前月 15日

３ 特別な事情にかかる届出 

  事業の継続を図るために、福祉・介護職員の賃金水準（加算による賃金改善分を除く。以下

この３において同じ。）を引き下げた上で賃金改善を行う場合には、特別な事情に係る届出書

（以下「特別事情届出書」という。）により、次の①から④までに定める事項について届け出

が必要です。年度を超えて福祉・介護職員の賃金水準を引き下げることとなった場合は、次年

度の加算を取得するために必要な届出を行う際に、特別事情届出書を再度提出する必要があり

ます。 

① 加算を取得している障害福祉サービス事業所等の法人の収支（障害福祉サービス事業に

よる収支に限る。）について、サービス利用者数の大幅な減少等により経営が悪化し、

一定期間にわたって収支が赤字である、資金繰りに支障が生じる等の状況にあることを

示す内容

② 福祉・介護職員の賃金水準の引下げの内容

③ 当該法人の経営及び福祉・介護職員の賃金水準の改善の見込み
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④ 福祉・介護職員の賃金水準を引き下げることについて、適切に労使の合意を得ているこ

と等の必要な手続きに関して、労使の合意の時期及び方法等

４ 実績報告 

① 報告先

届出を行った指定権者

② 報告期日

翌年度の 7月末日（6月中旬に前年度の届出を行った事業所に通知を発出します）

③ 実績報告時の留意事項

・加算総額については，国保連合会から請求月の翌月初に伝送される「福祉・介護職員処

遇改善（特別）加算総額のお知らせ」（5月受付分から 4月受付分）により算定するこ

と。

・介護保険の介護職員処遇改善加算も取得されている事業所は，賃金改善額が 2重計上に

ならないよう，改善額を介護分と障害分に按分して実績を報告すること。按分した場合

は，按分方法を記載する等，2重計上していないことがわかる内容を記載すること。

・「福祉・介護職員処遇改善加算(特別)加算総額のお知らせ」(平成 29年 5月受付分から

平成 30 年 4月受付分)には，月遅れ請求等が含まれており，すでに，平成 28年度以前の

実績報告に計上した分が含まれている場合は，加算総額から除外する分の内訳を別紙で

添付し，加算総額のお知らせの合計額から当該金額を控除した金額を記載すること。

＜キャリアパス要件について＞ 

１ キャリアパス要件Ⅰ 

次のイ、ロ及びハの全てに適合すること。 

イ 福祉・介護職員の任用の際における職位、職責又は職務内容等に応じた任用等の要件（福

祉・介護職員の賃金に関するものを含む。）を定めていること。

ロ イに掲げる職位、職責又は職務内容等に応じた賃金体系（一時金等の臨時的に支払われ

るものを除く。）について定めていること。

ハ イ及びロの内容について就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、全ての福祉・介

護職員に周知していること。

２ キャリアパス要件Ⅱ 

次のイ及びロの全てに適合すること。 

イ 福祉・介護職員の職務内容等を踏まえ、福祉・介護職員と意見を交換しながら、資質向

上の目標及び一又は二に掲げる具体的な計画を策定し、当該計画に係る研修の実施又は

研修の機会を確保していること。

一 資質向上のための計画に沿って、研修機会の提供又は技術指導等を実施（OJT、OFF-JT

等）するとともに、福祉・介護職員の能力評価を行うこと。 

ニ 資格取得のための支援（研修受講のための勤務シフトの調整、休暇の付与、費用（交

通費、受講料等）の援助等）を実施すること。

ロ イについて、全ての福祉・介護職員に周知していること。

３ キャリアパス要件Ⅲ 

  次のイ及びロの全てに適合すること。 

イ 福祉・介護職員について、経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準

に基づき定期に昇給を判定する仕組み（※１）を設けていること。具体的には、次の一

から三までのいずれかに該当する仕組みであること。

   一 経験に応じて昇給する仕組み 

 「勤続年数」や「経験年数」などに応じて昇給する仕組みであること 

   二 資格等に応じて昇給する仕組み 

「介護福祉士」や「実務者研修修了者」などの取得に応じて昇給する仕組みであるこ

13



と。ただし、介護福祉士資格を有して当該事業所や法人で就業する者についても昇給

が図られる仕組みであることを要する。 

   三 一定の基準に基づき定期に昇給を判定する仕組み 

  「実技試験」や「人事評価」などの結果に基づき昇給する仕組みであること。ただ

し、客観的な評価基準や昇給条件が明文化されていることを要する。 

ロ イの内容について、就業規則等の明確な根拠規定を書面で整備し、全ての福祉・介護職

員に周知していること。

※１ キャリアパス要件Ⅲは，区分Ⅰに該当する事業所のみに適合します。具体的には，

一～三のような昇給する仕組みを就業規則，賃金規定等等に明文化し，実施することが 

求められます。「賃金改定を行うことがある」等の内容を賃金規定に盛り込んだだけで 

は，キャリアパス要件Ⅲに該当するとは言えませんので，ご注意ください。区分Ⅰは， 

加算をその昇給費用に充てることが想定された加算率となっていますので，その趣旨を 

理解したうえで届出を行ってください。 

＜職場環境要件＞ 

１ 加算（Ⅰ）及び（Ⅱ）の職場環境等要件 

平成 27 年４月から届出を要する日の属する月の前月までに実施した処遇改善（賃金改善 

を除く。）の内容（別紙１表４を参照）を全ての福祉・介護職員に周知していること。 

２ 加算（Ⅲ）及び（Ⅳ）の職場環境等要件 

平成 20 年 10月から届出を要する日の属する月の前月までに実施した処遇改善（賃金改 

善を除く。）の内容（別紙１表４を参照）を全ての福祉・介護職員に周知していること。 

＜参考＞ 

福祉・介護職員処遇改善加算の制度に係る通知等は下記のとおりです。 

・福祉・介護職員処遇改善加算及び福祉・介護職員処遇改善特別加算に関する基本的考え並び

に事務処理手順及び様式例の提示について（平成 30年度以降）

・平成 24年度障害福祉サービス等報酬改定に関するＱ＆Ａ（平成 24年３月 30日）

・平成 27年度障害福祉サービス等報酬改訂に関するＱ＆Ａ（平成 27年 4月 30日）

・平成 29年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ（平成 29年 3月 30日）

※当該通知等は，「福岡市ホーム」→「健康・医療・福祉」→「福祉・障がい者」→「福祉事業者に

関すること」→「事業者向けの情報（障がい福祉サービス，地域生活支援事業等）」→「指定申請・変

更届関係（指定障がい福祉サービス事業者等）」→ ４ 介護給付費等算定届について（加算届出）に

掲載していますので，ご参照ください。
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３ 業務管理体制の整備について 

 障害者自立支援法等の一部改正法の施行に伴い、平成 24年４月１日から、障がい福祉サービス

事業者等による適正なサービスの提供を確保するため，法令遵守等の業務管理体制の整備の義務

付け及び障がい福祉サービス事業者に対する立入検査権が創設されました。障がい福祉サービス

事業者等が整備すべき業務管理体制は、指定を受けている事業所又は施設等の数に応じて定めら

れており、また、業務管理体制の整備に関する事項を記載した届出書を関係行政機関に届けるこ

ととされ，事業所名、所在地等を変更した場合は、変更の届出を行っていただくこととなってい

ます。 

 平成27年４月１日から，届出先がP18のとおり変更となっていますので，ご確認をお願いします。 

ただし，平成27年4月1日以前に既に厚生労働省若しくは福岡県等に届出をしている事業者等につ

いては、届出内容に変更がない場合は、届出先が変わることに伴って新たな届出をする必要はあ

りません。 

 なお，今後は，業務管理体制の整備状況及びその届出状況等が適切に行われているかの検査も

実施して行く予定としております。この機会に，業務管理体制の整備状況及びその届出状況を今

一度ご確認いただき，下記の参照の上，届出を行っていない場合は新規の届出，届出内容に変更

がある場合は変更届を提出，区分変更の場合は新旧届出先への届出を行ってください。 

＜整備と届出が義務づけられる事業者の種類＞ 

ア．指定障がい福祉サービス事業者及び指定障がい者支援施設

イ．指定一般相談支援事業者及び指定特定相談支援事業者

＜業務管理体制の整備内容＞ 

法令遵守責任者（注１）

の選任 

法令遵守規程（注２）

の整備 

業務執行の状況の監査

（注３）を定期的に実

施 

事業所等の数が２０未

満の事業者等 

必要 不要 不要 

事業所等の数が２０以

上１００未満の事業者

等 

必要 必要 不要 

事業所等の数が１００

以上の事業者等 

必要 必要 必要 
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（注１）法令を遵守するための体制の確保にかかる責任者 

（注２）業務が法令に適合することを確保するための注意事項や標準的な業務プロセス

等を記載した規程 

  （注３）外部監査など 

＜事業所の数え方について＞ 

○ 事業所等の数は、その指定を受けたサービス種別ごとに一事業所等と数えます。

○ 事業所番号が同一でも、サービス種類が異なる場合は、異なる事業所として数えます。

例えば、同一の事業所で、居宅介護事業所と重度訪問介護事業所の指定を受けている場合、

指定を受けている事業所は２つとなります。

＜届出書の内容＞ 

対象となる障害福祉サービス事業者等 届出事項 

全ての事業者等 事業者等の名称，住所（主たる事務所の所在地），連

絡先，法人の種別 

事業者等の 代表者の職名，氏名，生年月日，住所 

事業所の名称及び所在地等 

「法令遵守責任者」（注１）の氏名、生年月日 

事業所等の数が２０以上の事業者等 上記に加え「法令遵守規程」（注２）の概要 

事業所等の数が１００以上の事業者等 上記に加え「業務執行の状況の監査の方法」（注３）

の概要 

＜届出書の届出先＞事業所等の所在地によって決まります。（法人の主たる事務所の所在地で

はないので注意してください。）

事業所等の区分 届出先 

事業所等が２以上の都道府県に所在する事業者 

〔福岡市内〕と〔福岡県外〕 

厚生労働省本省 

（社会・援護局障害保健福祉部企画課監査指導室）  

全ての事業所等が福岡市内に所在する事業者 福岡市 

上記以外の事業者等〔福岡市内〕と〔福岡市外（県内）〕 福岡県 
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＜届出様式＞ ※様式は，福岡市ホームページに掲載。（「福岡市ホーム」→「健康・医療・

福祉」→「福祉・障がい者」→「福祉事業者に関すること」→「事業者向けの情報（障がい福祉

サービス，地域生活支援事業等）」→「11 業務管理体制の届出」）

指定障がい福祉サービス事業

者及び指定障がい者支援施設 

新規届出（整備）および事業所等の区分変更 

【法第 51条の 2第 2項又は第 4項関係】 

様式第１２号 

届出事項の変更 

【法第 51条の 2第 3項】 

様式第１３号 

指定一般相談支援事業者及び

指定特定相談支援事業者 

新規届出（整備）および事業所等の区分変更 

【法第 51条の 31第 2項又は第 4項関係】 

様式第１４号 

届出事項の変更 

【法第 51条の 31第 3項】 

様式第１５号 

（注１）市から事業所等の指定を受け、新たに業務管理体制を整備した場合は、「様式第１２号

または第１４号（整備）」の届出を行ってください。 

（注２）事業所等の指定、廃止等により、届出先が変わる場合は，変更前と変更後の両方の行政

機関に、「様式第１２号または第１４（区分変更）」の届出を行ってください。 
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４ 障害福祉サービス等情報公表制度 

 平成 30年度の改正障害者総合支援法の施行に伴い，新設された制度であり，利用者が適切かつ

円滑にサービスを利用するために公表されることが適当なものとして法令に規定された項目につ

いて，障害福祉サービス等事業者が福岡市に報告すること，福岡市が報告された情報を公表する

ことを義務付ける制度となっています。 

＜報告義務がある事業者＞ 

下記の指定障害福祉サービス等を行う事業者

指定障害福祉サービス

※共生型障害福祉サービスを含む

居宅介護，重度訪問介護，同行援護，行動援護，

重度障害者等包括支援，療養介護，生活介護，

短期入所，施設入所支援，共同生活援助，

自立生活援助，自立訓練（機能訓練），

自立訓練（生活訓練），宿泊型自立訓練，

就労移行支援，就労継続支援 A 型， 

就労継続支援 B 型，就労定着支援 

指定地域相談支援 地域相談支援（地域移行支援）

地域相談支援（地域定着支援）

指定計画相談支援 計画相談支援

指定通所支援

※共生型通所支援を含む

児童発達支援，

医療型児童発達支援（指定発達支援医療機関が行う

ものを除く），

放課後等デイサービス，

居宅訪問型児童発達支援，保育所等訪問支援

指定障害児相談支援 障害児相談支援

指定入所支援

※指定発達支援医療機関が行うものを除く

福祉型障害児入所施設，

医療型障害児入所施設

＜報告する内容＞ 

障害者総合支援法施行規則第 65条の９の８及び児童福祉法施行規則第 36条の 30の４に規定す

る別表第１号及び別表第２号に該当する項目。具体的には，事業所の基本情報，運営情報（障害

福祉サービス等に関する具体的な取り組み状況）となる。法令により，報告が義務付けれた項目

であるため，報告する際に，省略しないようにして下さい。詳細は，次のとおり。 
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別添１

イ 法人等の名称、主たる事務所の所在地及び電話番号その他の連絡先 法人等の名称、主たる事業所の所在地及び電話番号その他の連絡先

・法人等の種類

・法人等の名称

・法人番号

・法人等の主たる事務所の所在地（〒）

・電話番号

・FAX番号

・ホームページ（URL）

ロ 法人等の代表者の氏名及び職名 法人等の代表者の氏名及び職名

・氏名

・職名

ハ 法人等の設立年月日 法人等の設立年月日

・サービスの種類

・か所数

・主な事業所等の名称

・所在地

イ 事業所等の名称、所在地及び電話番号その他の連絡先 事業所等の名称、所在地及び電話番号その他の連絡先

・事業所等の名称

・事業所等の所在地

・市区町村コード

・電話番号

・FAX番号

・ホームページ（URL）

従たる事業所の有無

ロ 事業所番号

ハ 事業所等の管理者の氏名及び職名 事業所等の管理者の氏名及び職名

・氏名

・職名

事業の開始年月日若しくは開始予定年月日及び指定を受けた年月日

・事業の開始（予定）年月日

・指定の年月日

・指定の更新年月日

・事業活動計算書（損益計算書）

・資金収支計算書（キャッシュフロー計算書）

・貸借対照表（バランスシート）

社会福祉士及び介護福祉士法第48条３に規定する登録喀痰吸引等事業者

ニ 法人等がサービスを提供し、又は提供しようとする事業所等の所在地を管轄
する都道府県の区域内において提供するサービス

法人等が都道府県内で実施するサービス

ホ その他サービスの種類に応じて必要な事項

ト その他サービスの種類に応じて必要な事項

サービス別の項目（別紙参照）

ホ 事業所等までの主な利用交通手段 事業所等までの主な利用交通手段

ヘ 事業所等の財務状況 事業所等の財務状況（財務諸表等による直近年度の決算資料）　

指定事業所番号

ニ 当該報告に係る事業の開始年月日若しくは開始予定年月日及び指定を受け
た年月日（指定の更新を受けた場合にはその直近の年月日）

・E-mail

所在地

２．障害福祉サービス等を提供し、又は提供しようとする事業所等に関する事項

１．事業所等を運営する法人等に関する事項

障害福祉サービス等情報公表制度の公表事項について

障害者総合支援法施行規則/児童福祉法施行規則 障害福祉サービス等情報公表システム

別表第一 基本情報

一　事業所等を運営する法人等に関する事項

二　当該報告に係るサービスを提供し、又は提供しようとする事業所等に関する事項
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障害者総合支援法施行規則/児童福祉法施行規則 障害福祉サービス等情報公表システム

職種別の従事者の数、勤務形態、労働時間、従業者１人当たりの利用者数等

・実人数

・職種

・常勤換算人数

・１週間のうち、常勤の従事者が勤務すべき時間数

・福祉・介護職員の常勤換算人数

・利用実人員

・福祉・介護職員1人当たりの１か月の利用実人員数

・資格等を有している従業者の数

・管理者の他の職務との兼務の有無

ハ 従業者の当該報告に係るサービスの業務に従事した経験年数等 従業者の当該報告に係る障害福祉サービス等の業務に従事した経験年数等

・前年度の採用者数

・前年度の退職者数

・業務に従事した経験年数別の人数

従業者の健康診断の実施状況

・研修実施計画の有無

・事業所等で実施している従事者の資質向上に向けた研修等の実施状況

・意思決定支援に関する研修の実施状況

・従業者に対する虐待防止研修の実施状況

・喀痰吸引等研修の修了者数

・強度行動障害支援者養成研修の修了者数

・行動援護従業者養成研修課程の修了者数

四　サービスの内容に関する事項 ４．障害福祉サービス等の内容に関する事項

事業所等の運営に関する方針

ロ 当該報告に係るサービスの内容等 サービスを提供している日時

・事業所の営業時間

・利用可能な時間帯

・サービス提供所要時間

事業所等が通常時に障害福祉サービス等を提供する地域

サービスの内容等

・主たる対象とする障害の種類

・利用者の送迎の実施

・協力医療機関

・利用定員

・利用実人員

・医療的ケアを必要とする利用者の受入体制

・建物の構造

・送迎車両の有無

・便所の設置数

・浴室の設備の状況

・消火設備等の状況

・防犯システム、機器の状況

・バリアフリーの対応状況

・福祉用具の設置状況

三　事業所等においてサービスに従事する従業者に関する事項

ホ 従業者の教育訓練、研修その他の従業者の資質向上に向けた取組の実施
状況

３．事業所等においてサービスに従事する従業者に関する事項

イ 職種別の従業者の数

ロ 従業者の勤務形態、労働時間、従事者一人当たりの利用者等

従業者の教育訓練のための制度、研修その他の従事者の資質向上に向けた取組の
実施状況

ヘ その他サービスの種類に応じて必要な事項 サービス別の項目（別紙参照）

サービスを提供する事業所、設備等の状況

・サービス等報酬の加算状況

ニ 従業者の健康診断の実施状況

イ 事業所等の運営に関する方針
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障害者総合支援法施行規則/児童福祉法施行規則 障害福祉サービス等情報公表システム

ハ 当該報告に係るサービスの利用者等への提供実績 障害福祉サービス等の利用者への提供実績

・利用者の人数（区分別）

ニ 利用者等からの苦情に対応する窓口等の状況 利用者等からの苦情に対する窓口等の状況

・窓口の名称

・電話番号

・対応している時間

・苦情処理結果の開示状況

・損害賠償保険の加入状況

ヘ 事業所等のサービスの提供内容に関する特色等 障害福祉サービス等の提供内容に関する特色等

・その内容

ト 利用者等の意見を把握する体制、第三者による評価の実施状況等 利用者等の意見を把握する体制、第三者による評価の実施状況等

・第三者による評価の実施(受審）状況

五　当該報告に係るサービスを利用するに当たっての利用料等に関する事項 ５．障害福祉サービス等を利用するに当たっての利用料等に関する事項

障害福祉サービス等給付以外のサービスに要する費用

・食事の提供により要する費用の徴収状況

・創作的活動に係る材料費の徴収状況

・家賃の徴収状況

・日用品費の徴収状況

六　その他都道府県知事が必要と認める事項

ホ 当該報告に係るサービスの提供により賠償すべき事故が発生したときの対
応に関する事項

チ その他サービスの種類に応じて必要な事項 サービス別の項目　（別紙参照）

・利用者の選定により、通常の事業の実施地域以外の地域の利用者に対して
サービスを提供に要した交通費の徴収状況

・利用者の選定により、送迎を事業所等が提供する場合に係る費用の徴収状況

・光熱水費の徴収状況

・当該サービスにおいて提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要とな
るものに係る費用（日常生活費）の徴収状況

・当該サービスにおいて提供される便宜のうち、その他の日常生活費とは区分さ
れるべき費用(例：預り金の出納管理等）の徴収状況

障害福祉サービス等の提供により賠償すべき事故が発生したときの対応の仕組み

・利用者アンケート調査、意見箱等利用者の意見等を把握する取組の状況
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別添２

(1)障害福祉サービス等の内容に関する事項

ハ 利用者等に対する利用者等が負担する利用料に関する説明の実施の状況

ニ 利用者等に関する情報の把握及び課題の分析の実施の状況 ・利用者等に関する情報の把握及び課題の分析の実施の状況

ロ 利用者等のプライバシーの保護のための取組の状況 ・利用者等のプライバシーの保護のための取組の状況

相談、苦情等の対応のための取組の状況 ・相談、苦情等の対応のための取組の状況

イ サービスの提供状況の把握のための取組の状況 ・サービスの提供状況の把握のための取組の状況

ロ サービスに係る計画等の見直しの実施の状況 ・サービスに係る計画等の見直しの実施の状況

イ 相談支援専門員等との連携の状況 ・相談支援専門員等との連携の状況

ロ 主治の医師等との連携の状況 ・主治の医師等との連携の状況

第二　サービスを提供する事業所等の運営状況に関する事項 (2)障害福祉サービス等を提供する事業所等の運営状況に関する事項

適切な事業運営の確保のために講じている措置

ロ 計画的な事業運営のための取組の状況 ・計画的な事業運営のための取組の状況

ハ 事業運営の透明性の確保のための取組の状況 ・事業運営の透明性の確保のための取組の状況

ニ サービスの提供に当たって改善すべき課題に対する取組の状況 ・サービスの提供に当たって改善すべき課題に対する取組の状況

イ 事業所等における役割分担等の明確化のための取組の状況 ・事業所等における役割分担等の明確化のための取組の状況

ハ 従業者からの相談に対する対応及び従業者に対する指導の実施の状況 ・従業者からの相談に対する対応及び従業者に対する指導の実施の状況

三　安全管理及び衛生管理のために講じている措置 安全管理及び衛生管理のために講じている措置

安全管理及び衛生管理のための取組の状況 ・安全管理及び衛生管理のための取組の状況

四　情報の管理、個人情報保護等のために講じている措置 情報の管理、個人情報保護等のために講じている措置

イ 個人情報の保護の確保のための取組の状況 ・個人情報の保護の確保のための取組の状況

ロ サービスの提供記録の開示の実施の状況 ・サービスの提供記録の開示の実施の状況

五　サービスの質の確保のために総合的に講じている措置 障害福祉サービス等の質の確保のために総合的に講じている措置

イ 従業者等の計画的な教育、研修等の実施の状況 ・従業者等の計画的な教育、研修等の実施の状況

ロ 利用者等の意向等も踏まえたサービスの提供内容の改善の実施の状況 ・利用者等の意向等も踏まえたサービスの提供内容の改善の実施の状況

・サービスの提供のためのマニュアル等の活用及び見直しの実施の状況

第三　都道府県知事が必要と認めた事項

四　サービスの内容の評価、改善等のために講じている措置 障害福祉サービス等の内容の評価、改善等のために講じている措置

五　サービスの質の確保、透明性の確保等のために実施している外部の者等との
連携

障害福祉サービス等の質の確保、透明性の確保等のために実施している外部
の者等との連携

一　適切な事業運営の確保のために講じている措置

イ 従業者等に対する従業者等が守るべき倫理、法令等の周知等の実施の状況 ・従業者等に対する従業者等が守るべき倫理、法令等の周知等の実施の状況

二　事業運営を行う事業所の運営管理、業務分担、情報の共有等のために講じて
いる措置

事業運営を行う事業所等の運営管理、業務分担、情報の共有等のために講じて
いる措置

ロ サービスの提供のために必要な情報について従業者間で共有するための取
組の状況

・サービスの提供のために必要な情報について従業者間で共有するための取
組の状況

ハ サービスの提供のためのマニュアル等の活用及び見直しの実施の状況

二　利用者本位のサービスの質の確保のために講じている措置 利用者本位の障害福祉サービス等の質の確保のために講じている措置

イ 重度の肢体不自由等の常時介護を要する利用者に対するサービスの質の確
保のための取組の状況

・重度の肢体不自由等の常時介護を要する利用者に対するサービスの質の確
保のための取組の状況

三　相談、苦情等の対応のために講じている措置 相談、苦情等の対応のために講じている措置

障害者総合支援法施行規則/児童福祉法施行規則 障害福祉サービス等情報公表システム

・利用者等に対する利用者等が負担する利用料に関する説明の実施の状況

別表第二 運用情報

第一　サービスの内容に関する事項 ６．事業所等運営の状況

一　サービスの提供開始時における利用者等に対する説明及び契約等に当たり、
利用者等の権利擁護等のために講じている措置

障害福祉サービス等の提供開始時における利用者等に対する説明及び契約等
に当たり、利用者等の権利擁護等のために講じている措置

イ 利用者等の状態に応じた当該サービスに係る計画の作成及び利用者等の同
意の取得の状況

・利用者等の状態に応じた当該サービスに係る計画の作成及び利用者等の同
意の取得の状況

ロ サービス提供開始時における利用者等に対する説明及び利用者等の同意の
取得の状況

・サービス提供開始時における利用者等に対する説明及び利用者等の同意の
取得の状況
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別紙

ト その他サービスの種類に応じて必要な事項

全共同生活住居数

全共同生活住居の定員数（合計）

各共同生活住居の名称、開設年月日、所在地及び定員数

就労支援事業別事業活動明細書

三　事業所等においてサービスに従事する従業者に関する事項

施設名（共同生活援助のみ）

夜勤の職員数

宿直の職員数

四　サービスの内容に関する事項 ４．障害福祉サービス等の内容に関する事項

サービス別の項目

【生活介護】

創作活動の実施状況の有無

生産活動の実施状況の有無

平均工賃（月額）

二　当該報告に係るサービスを提供し、又は提供しようとする事業所等に関する事
項

障害者総合支援法施行規則/児童福祉法施行規則 ホームページ

別表第一 基本情報

２．障害福祉サービス等を提供し、又は提供しようとする事業所等に関する事項

【居宅介護、重度障害者等包括支援】
　実施サービス

【自立訓練（機能訓練・生活訓練）】
　訪問による訓練の実施の有無

【生活介護】
　運営規程上の開所日数（年間）

サービス別の項目

ヘ その他サービスの種類に応じて必要な事項 サービス別の項目

【居宅介護、重度訪問介護、同行援護、重度障害者等包括支援】
　夜間・深夜・早朝対応の有無

【重度訪問介護、重度障害者等包括支援】
　土日、祝日、お盆、年末年始を含めた年間を通して時間帯を問わない対応の有無

【短期入所、施設入所支援、共同生活援助、宿泊型自立訓練、福祉型・医療型障害児入
所施設】
　夜間の勤務体制

チ その他サービスの種類に応じて必要な事項

【就労継続支援Ａ・Ｂ型】
　事業所等の財務状況（財務諸表等による直近年度の決算資料）

就労支援事業事業活動計算書

【居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護】
　同一事業所等において提供する他の訪問系サービス

【居宅介護、重度訪問介護、生活介護、短期入所、共同生活援助、自立訓練（機能・生
活訓練、宿泊型）、就労移行支援、就労継続支援Ａ・Ｂ型、児童発達支援、医療型児童
発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援、福
祉型・医療型障害児入所施設】
　運営形態

【短期入所、共同生活援助、児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサー
ビス、福祉型・医療型障害児入所施設】
　事業所等類型

【短期入所】
　報酬区分

【福祉型障害児入所施設】
　みなし規定の適用の有無

【施設入所支援】
ユニットケアの有無

【生活介護、短期入所、施設入所支援】
　入浴支援の有無

【短期入所】
　長期利用者数

３．事業所等においてサービスに従事する従業者に関する事項

【共同生活援助】
　当該事業所等における共同生活住居の名称、開設年月日及び所在地
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【共同生活援助】

新規入居者数

退居者数

うち一人暮らしへの移行者数

入居者の主な日中活動の場

入居者の平均年齢

最高齢者の年齢

最年少者の年齢

個人単位居宅介護利用者の数

【就労移行支援、就労継続支援Ａ・Ｂ型】

一般就労への移行者数（移行率）

一般就労先での定着者数（定着率）

【就労移行支援】

一般就労までの平均利用期間

訓練中の怪我等に対する保険の有無

一般就労への移行後の定期的な支援の有無

【就労継続支援Ａ型】

主な生産活動の内容

利用者数

平均賃金

社会保険の加入の有無

昇給の有無

賞与の有無

退職手当の有無

生産活動収入（年間売上高）

生産活動経費

賃金支払総額

平均労働時間

離職者数

【就労継続支援Ｂ型】

主な生産活動の内容

平均工賃

生産活動収入（年間売上高）

生産活動経費

工賃支払総額

退所者数

訓練中の怪我等に対する保険の有無

【児童発達支援】

児童発達支援ガイドラインにおける自己評価の公表の有無

保育所や幼稚園等と併行通園している利用者の人数

併行通園先との連携の有無

【自立生活援助】
　（前年度１年間の利用者のうち）入所施設・グループホーム・病院からの移行者の数

【宿泊型自立訓練】
　利用者の主な日中活動の場

【就労定着支援】
　過去３年の職場定着率　（支援開始後）

【児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイサービス、居宅訪問型児童発達
支援、保育所等訪問支援、福祉型・医療型障害児入所施設】
　保護者支援の実施の有無

【自立訓練（機能・生活訓練）】
　事業所における主な訓練内容

【自立生活援助、自立訓練（機能・生活訓練、宿泊型）】
　標準利用期間を超える利用者の数
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【放課後等デイサービス】

放課後等デイサービスガイドラインにおける自己評価の公表

学校との連携の有無

【地域相談支援（地域移行支援）】

利用期間が６か月を超える利用者の数

地域生活への移行者数

宿泊支援の設備の有無

利用期間が１年を超える利用者の数

一時的な滞在による支援を行う場所の有無

【地域相談支援（地域定着支援）】

【福祉型・医療型障害児入所施設】
　小規模グループケアの実施の有無
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＜報告する方法＞ 

独立行政法人 福祉医療機構 が運営する「障害福祉サービス等情報公表システム」を通じて

行って下さい。 

平成 30年度は，5月 8日から随時，事業者にシステムへのログイン ID及びパスワードが配信

されていますので，まだ受け取っていない事業者は，福岡市へ問い合わせてください。 

＜福岡市障がい福祉サービス等情報公表制度実施要綱＞ 

障がい福祉サービス等情報公表制度について，福岡市長が，事業者から報告される障害福祉サ

ービス情報等の受理，調査，情報の公表等の事務を毎年度実施するに当たり，当該事務を効率

的かつ円滑に行う観点から，毎年度策定するものです。指定障害福祉サービス等事業者は，実

施要綱の内容を毎年度確認してください。

＜平成 30 年度のスケジュール＞ 

平成 30 年度は，次のようなスケジュールとなります。 

時期 内容

5 月 8 日～ ・平成 30 年 3 月 1 日以前から指定を受けている事業者へのパスワー

ド，ID の交付

※平成 30 年 4 月 1 日以降の指定を受けた事業者は，5 月 9 日以降随時

～7 月 31 日 ・平成 30 年 3 月 1 日以前から指定を受けている事業者の報告期限

※平成 30 年 4 月 1 日以降の指定を受けた事業者は，指定後 2 か月以

内に報告

7 月 31 日～ 

9 月末頃 

・福岡市が報告内容を確認し，承認する期限。

ただし，報告内容の不備等があれば，差し戻しと再報告を承認でき

る内容となるまで繰り返す。

9 月末頃 ・インターネット上に全国一斉公表

＜リーフレット＞

 別紙のとおり 
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障害福祉サービス等事業者さまへ 

 

平成30年4月に障害福祉サービス等情報公表制度が施行されました。 
○ 障害福祉サービス等を提供する事業所数が大幅に増加する中、利用者が個々のニーズに応じて良質なサー
ビスを選択できるようにするとともに、事業者によるサービスの質の向上が重要な課題となっていました。 

○ このため、利用者による個々のニーズに応じた良質なサービスの選択に資することを目的として、平成28年5
月に成立した障害者総合支援法及び児童福祉法の一部を改正する法律において、① 事業者に対して障害
福祉サービスの内容等を都道府県知事等へ報告することを求めるとともに、② 都道府県知事が報告された内
容を公表する仕組みを創設しました。 

厚生労働省 

利
用
者 

 
 

障害福祉サービス等の施設・事業者 

 
 

都道府県等 

○障害福祉サービス等情報の公表 
施設・事業者から報告された情報を
集約し、公表。 

反映 

＜障害福祉サービス等情報＞ 
 
■ 基本情報 
 （例）事業所等の所在地 

従業員数  
営業時間 
事業所の事業内容 等 

 
■ 運営情報 
  障害福祉サービス等に関する 
  具体的な取組の状況 
 （例）関係機関との連携 

苦情対応の状況 
安全管理等の取組状況等 

  
■ 都道府県が必要と認める事項    
  （任意） 

必要に 
応じて 
調査 

報告 

○障害福祉サービス等情報の調査 
新規指定時、指定更新時、虚偽報告が
疑われる場合などにおいて、必要に応じ訪問
調査を実施し、結果を公表に反映。 

閲覧 
（インターネット） 

○ 下記サービス（基準該当サービスは除く）の指定を受けている事業者及び当年度中に新規指
定を受けてサービスを提供しようとする事業者が報告の対象となります。 

1.居宅介護 6.生活介護 11.自立訓練（生活訓練） 16.就労定着支援 21.地域相談支援（定着） 26.放課後等デイサービス 

2.重度訪問介護 7.短期入所 12.宿泊型自立訓練 17.自立生活援助 22.福祉型障害児入所施設 27.居宅訪問型児童発達支援 

3.同行援護 8.重度障害者等包括支援 13.就労移行支援 18.共同生活援助 23.医療型障害児入所施設 28.保育所等訪問支援 

4.行動援護 9.施設入所支援 14.就労継続支援Ａ型 19.計画相談支援 24.児童発達支援 29.障害児相談支援 

5.療養介護 10.自立訓練（機能訓練） 15.就労継続支援Ｂ型 20.地域相談支援（移行） 25.医療型児童発達支援   

障害福祉サービス等情報公表制度に係る手続きのご案内 

障害福祉サービス等情報を都道府県等に報告する義務があります 

※ 障害福祉サービス等情報に変更が生じた都度、報告する必要があります。 
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○ 事業所を所管する都道府県等に法人・事業所基本情報を報告してください。 
 
○ 都道府県等担当者が、情報公表システムに法人の基本情報等を入力します。 

手順1 

 ○ 情報公表システムより、ログインＩＤ・パスワードが通知されます。 
 
○ ID等を用いて情報公表システムにログインし、事業所詳細情報を入力してください。 

（※）昨年度、都道府県等担当者が、事業者の基本情報について既に登録を行った事業者宛てには、情報公表シ
ステムよりID等を５月８日（火）に通知しています。もし、事業者宛にID等が届いていない場合は、下記お問
合せ先までご連絡ください。 

○ 入力内容を確認後、都道府県等へ報告します。 
 
○ 都道府県等担当者が、申請内容を確認し、以下の手続きを行います。 
  ・ 内容に不足等があれば、差し戻します。   (修正の上、再度報告します。) 
  ・ 内容に特段問題がなければ、承認します。 

○ 都道府県等による承認後、報告内容がWAM NETに公表されます。 
（※）平成30年度においては、９月末を目途に全国一斉に公表する予定です。 

 ☆ WAM NETにおいて、本システムに関するお知らせや操作説明書（マニュアル）等の
資料を掲載していますので、是非ご活用ください。 

●●県 障害福祉サービス等情報公表制度 検 索 

http://www.wam.go.jp/content/wamnet/pcpub/top/shofukuinfopub/jigyo/ 

障害福祉サービス等情報の報告手順について 
 

（指定障害福祉サービス事業所等を運営する事業者の問い合わせ先） 
    福岡市保健福祉局障がい者部障がい者在宅支援課 ℡092-711-4248 
 （指定障がい児支援事業所等を運営する事業者の問い合わせ先） 
    福岡市こども未来局こども部こども発達支援課      ℡092-711-4178 

手順2 

手順３ 

このマークは、障害福祉サービス等情報公表システムで事業者が行う手続きを示しています。 

事業者 

事業者 

事業者 

事業者 

事業者 

障害福祉サービス等情報の報告については、「障害福祉サービス等情報公表システム」をご利用ください。 

 ☆ ●●県からの障害福祉サービス等情報公表制度に関するお知らせをご確認ください。 各都道府県等ごとに適宜
記載し、ご活用ください。 

※ 障害福祉サービス等情報に変更が生じた都度、報告する必要があります。 
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